
記者発表資料
平成１３年８月２８日

（ ）内 閣 府 防災

平 成 １３年 度 総 合 防 災 訓 練 に つ い て

８月３０日から９月５日までの「防災週間」の期間には、全国各地で防災に関する各種
の行事が実施され、政府においても、その主たる行事として９月１日（土）の「防災の日」
に総合防災訓練を実施する。

１ 中央における総合防災訓練

阪神・淡路大震災後の政府の体制整備及び平成１３年１月における省庁再編による
政府としての防災体制の強化等を踏まえ、各防災関係機関の相互連携及び防災対応
力の向上を重点に以下のとおり実施する。

東海地震対応訓練（１）

ア 訓練の想定

・ 警戒宣言の発表 ９月１日 ８時３０分

（警戒宣言発表後１日経過想定、訓練は９月１日に実施）・ 地震発生想定日時 ９月２日 ９時３０分

km・ 震源地 東海地震の予想震源域内、深さ３０

・ 規 模 マグニチュード ８．０

イ 政府本部運営訓練

・ 内閣総理大臣、内閣官房長官、防災担当大臣等が参加して訓練を実施する。

・ 地震発生前を対象とした警戒本部事務局訓練を実施する。

・ 政府本部と静岡県警戒本部との間において、テレビ会議システムを利用した
訓練を実施する。

ウ 現地訓練（静岡県庁及び熱海市熱海観光港芝生広場で実施）

・ 静岡県警戒本部（静岡県庁）に、内閣府副大臣を長とする政府の担当官を派
遣し、現地連絡調整会議を開催する。

・ 静岡県現地訓練会場（熱海市）に、総務副大臣を団長とする政府調査団を派
遣するとともに、内閣府副大臣を本部長とする現地対策本部を設置する。

・ 静岡県現地訓練会場（熱海市）において、政府と静岡県の合同現地対策本部
会議を実施する。



南関東地域直下の地震対応訓練（２）

ア 訓練の想定

・ 地震発生日時 ９月１日９時３０分

km・ 震源地 神奈川県川崎市、深さ３０

・ 規 模 マグニチュード７．２

イ 政府本部運営訓練

・ 官邸を中心に、内閣総理大臣をはじめ、全閣僚が参加して訓練を実施する。

・ 地震発生後の災害応急対策に係る政府の対応を重点に訓練を実施する。

・ 川崎市役所に緊急災害現地対策本部を設置し、政府本部との間におけるテレ
ビ会議システムを利用した訓練を実施する。

・ 警察庁、防衛庁、消防庁、国土交通省及び海上保安庁が保有する画像伝送装
置を利用した現地映像等の情報伝達訓練を実施する。

ウ 現地訓練（川崎市役所及び新鶴見操車場跡地で実施）

・ 七都県市合同防災訓練の現地会場となる川崎市に、内閣総理大臣を団長とす
る政府調査団を派遣する。

エ 東京都総合防災訓練との連携

・ 同日実施される東京都総合防災訓練に、内閣総理大臣を団長とする政府調査
団を派遣する。

２ 訓練の場所

東海地震対応訓練（１）

気象庁ア 判定会招集
官 邸イ 地震予知情報の報告
官 邸ウ 警戒宣言の発表

【合同庁舎第５号館】エ 警戒本部事務局の活動 （防災）内閣府

南関東地域直下の地震対応訓練（２）

官 邸ア 緊急参集チーム会議
官 邸イ 関係閣僚会議
官 邸ウ 災害緊急事態の布告等
官 邸エ 緊急災害対策本部会議



３ 各地における防災訓練

全国において、各地域の実情に応じ、地震等による大規模災害を想定した訓練を、
国の関係機関、事業者、地域住民等とそれぞれの役割を確認しつつ、協力して実施す
る。

（９月１日の全国における防災訓練参加人員：約２００万人）

４ 訓練広報

各地における訓練への参加を啓発するとともに、防災意識の高揚を図るため、ポス（１）
ターをＪＲ・私鉄等の主要な駅及び車内等で掲示し、広報を展開中

総合防災訓練実施状況の映像を提供（２） インターネットで、

５ 訓練の特色本年度における

省庁再編により、内閣府に防災部門が設置されて初めて行う訓練である。（１）

東海地震対応訓練では、地震発生の予知がされた場合の政府の対応訓練とし（２）
て、気象庁長官からの地震予知情報の報告を受けて、内閣総理大臣が警戒宣言

静岡県で実施される現地訓練会場（静岡県庁）に、松下内閣を発表するとともに、
府副大臣以下の政府担当官を派遣し、現地連絡調整会議を実施する。

地域直下の地震対応訓練では、地震発生後の政府の対応訓練として、内（３） 南関東
閣総理大臣をはじめ全閣僚が参加して官邸において実施する。

（連絡先）

内閣府（防災）
０３－３５０１－５６９５（直通）℡

参事官 上 関（災害応急対策担当）
企画官 春 田



総 合 防 災 訓 練 の 実 績

○ 平成１３年度の訓練は、昭和４６年度の訓練開始以降３１回目

○ 「大規模地震対策特別措置法」に基づく東海地震を想定した訓練としては、
昭和５４年度以降２３回目

○ 南関東地域直下の地震を想定した訓練としては、昭和５８年度以降１９回目

○ 七都県市合同防災訓練と連携しての訓練は、昭和５５年度以降２２回目



訓 練 参 加 人 員 等 に つ い て

１ 全国における防災訓練参加人員（概数）

平成１３年度の参加人員( )1

ア ４７都道府県・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４，５５４千人

イ 防災週間中（８月３０日～９月５日）の参加人員

４７都道府県・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，１１３千人

ウ 防災の日（９月１日）

１都１道２府４０県・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，９８２千人

２ 東海地震及び南関東地域直下の地震に係る訓練（防災の日）の参加人員

１都８県・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １，８６７千人
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県）

東海地震対応訓練・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，４９３千人( )1
（６県：静岡県、神奈川県、山梨県、長野県、岐阜県、愛知県）

南関東地域直下の地震対応訓練・・・・・・・・・・・・・・・・・４６７千人( )2
（７都県市：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市）

※ 神奈川県の参加人員は、東海地震及び南関東地域直下の地震に係る訓練に重複



東海地震対応訓練フローチャート　　

観測情報の連絡 判 定 会 招 集

緊急参集チーム会議 判定会開催

地震予知情報の報告
（気象庁長官が総理大臣に報告）
（官房長官、防災担当大臣等立会）

関係閣僚会議
臨時の閣議（警戒宣言発表等のため）

警戒宣言の発表
（総理大臣）　　　　　　　　　　　
技術的事項の説明
（気象庁長官）
警戒本部設置の発表
（防災担当大臣）

現地連絡調整会議
（内閣府副大臣（防災担当））

政府現地対策本部設置政府調査団
（総務副大臣等）

警戒本部事務局
運営訓練
（地震発生前と
想定）

前日１６００（気象庁） 当日０６３０（気象庁）

０７２０（気象庁）

０８００～（官邸危機管理センター）　＊実際は０８２０～

（想定上）

０８３０（官邸会見室）

（想定上） （静岡県庁）

０８３０頃～１０３０
（内閣府防災会議室）

（想定上）

地震発生

０９３０（１日経過後を想定）

テレビ会議

政府・県合同現地対策会議
訓練視察
閉会式挨拶

（熱海市） （熱海市）

内閣府副大臣、政府
担当官の派遣決定

（内閣府副大臣は
熱海市へ移動）

（静岡県知事は
熱海市へ移動）

第１回地震災害警戒本部会議

防災担当大臣 副大臣、静岡県知事
０９１０（内閣府防災会議室）

官邸対策室設置

（想定上）



南関東直下の地震対応訓練フローチャート　　

大 規 模 地 震 発 生

緊急参集チーム会議

災害緊急事態の布告・緊急災害対策本部設置の発表
（総理大臣）

（官房長官、防災担当大臣等立会）

第１回緊急災害対策本部会議
（全閣僚等）

０９３０

１０３５～（官邸危機管理センター）

１０５５（官邸会見室）

１０００（官邸危機管理センター）

政府・市合同現地対策本部会議
（内閣府大臣政務官（防災担当））

１１００（官邸危機管理センター）

訓練視察

（川崎市役所）

（川崎市現地訓練会場：新鶴見操車場跡地）

関係閣僚会議
（総理大臣、官房長官、防災担当大臣兼国家公安委員会委員長、

防衛庁長官、総務大臣、国土交通大臣）
臨時の閣議（災害緊急事態の布告等のため）

（持ち回り閣議）

政府調査団
（総理大臣、防災担当大臣、総務大臣、防衛庁長官等）

１　東京都訓練視察（調布市）、閉会式挨拶
　１１４０頃～１３００頃　多摩川河川敷、調布基地跡地

２　七都県市訓練視察（川崎市）、閉会式挨拶
　１３１５頃～１４４０頃　東扇島、新鶴見操車場跡地

１１２５頃～１４５５頃

内閣総理大臣 内閣府大臣政務官、川崎市長
テレビ会議

官邸対策室設置

０９３５
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　　　平成１３年度　総合防災訓練におけるＴＶ会議等映像伝送システムの概要

川崎市長
内閣府大臣政務官






